
資料２

労務費高騰、復興係数の適用について



被災三県の入札不調等の発生率の推移
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被災３県の入札不調等発生率
（直轄の一般土木）

 東日本大震災以前は、入札不調等の
発生率は６％前後で推移。

 建設資機材及び労働者確保等による
市場動向と積算基準の乖離等により、
平成２４年度以降、入札不調等の発生
率は激増。

 施工確保対策により、平成２６年度以
降の入札不調等の発生率は減少傾向
にあるが、震災前よりも依然として高
い水準。

■平成20～27年度入札不調等の発生状況

資料２

全５１職種の平均単価

公共工事設計労務単価の推移
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被災３県 全職種平均値の推移
（円/1日8時間当たり）

■全 国
Ｈ23年度（16,357円）

Ｈ28年度（22,255円）：＋36.1％

⇒

■被災三県
Ｈ23年度（15,100円）

Ｈ28年度（24,053円）：＋59.3％

⇒

Ｈ２３ H24 H25   H26   H27 H28
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被災地での工事の実態

・工事量の増大による資材やダンプトラック等の不足により、作業効率の低下が生じており、
直接工事費だけでなく、間接工事費（共通仮設費および現場管理費）についても現場の
実支出が増大している。

上記の結果、積算額と実支出実態とが乖離し、入札不調・不落が頻発

実態調査に基づき、間接費の割り増しを行う「復興係数」を導入する

「復興係数」による間接工事費補正の概要

補正対象地域：被災三県（岩手県、宮城県、福島県）

補正対象工種：被災三県にて施工されるすべての土木工事

補 正 方 法：対象額により算定した共通仮設費率及び現場管理費率に以下の復興係数を乗じる。

共通仮設費：１．５ 現場管理費：１．２

復興係数による間接工事費の補正

①労務単価の上昇［H24～］
・労務費の増額、及びそれに伴う間接工事費の増額

各年度ごとの労務費(工事費の約２割)に
年度毎のH23比上昇率を乗じて算出)

②復興係数の適用［H26～］
・復興係数適用に伴う間接工事費の増額

各年度毎の共通仮設費及び現場管理費に、
1.5倍（共通仮設費）、1.2倍（現場管理費）を
乗じて算出

工事費の構成

①労務費の上昇
による増

②復興係数適用
による増

当初工事価格

A.労務費
（当初工事価格の約２割）

Ｄ.現場管理費
（当初工事価格の約２割）

Ｃ.共通仮設費
（当初工事価格の約１割）

変更工事価格

直 接
工 事 費

間 接
工事費

Ｅ.一般管理費等
（当初工事価格の約１割）

Ｂ.機械経費
材料費

（当初工事価格の約４割）

増額
（①＋②）

工事費構成に対する労務費、復興係数の考え方

工事費の約２０％程度増

工事費の約９％増

①労務単価上昇の増加分
｛構成比Ｃ（1割）+Ｄ（2割）｝
×労務費の直工比率（2割/6割）
×（0.6倍）＝６％

①労務単価上昇の増加分
構成比Ａ （2割）×（0.6倍）＝１２％

②復興係数の適用増加分
構成比C （1割）×共通仮設費（0.5倍）＝５％

構成比D （2割）×現場管理費（0.2倍）＝４％

①労務単価上昇の増加分
構成比Ｅ（1割）

×労務費の直工比率（2割/6割）
×（0.6倍） ＝２％
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日
時

：
平
成
２
７
年
１
２
月
１
９
日
（
土
）
１
３
：
０
０
～
１
４
：
４
０

場
所

：
仙

台
合

同
庁

舎
Ｂ
棟

１
２
階

会
議

室

復
興

加
速
化

会
議
（
第
６
回

）
に
つ
い
て

【
国
】
国
土
交
通
省

石
井
大
臣
、
技
監
、
技
術
審
議
官
、
土
地
・
建
設
産
業
局
長
、
都
市
局
長
、
住
宅
局
長
、

官
庁
営
繕
部
長
、
東
北
地
方
整
備
局
長

他
【
地
方
公
共
団
体
】
宮
城
県
知
事
、
岩
手
県
知
事
、
福
島
県
副
知
事
、
仙
台
市
長

他
【
業
界
団
体
】
東
北
建
設
業
協
会
連
合
会
、
日
本
建
設
業
連
合
会
東
北
支
部
、

全
国
生
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
業
組
合
連
合
会
東
北
地
区
本
部
、
宮
城
県
地
域
型
復
興
住
宅
推
進
協
議
会

他

出
席

者

日
時
・
場

所

大
臣

発
言

の
ポ
イ
ン
ト

各
参
加
機
関
・
団
体
の
主
な
発
言

東
北

建
設

業
協

会
連

合
会

宮
城

県

岩
手

県

仙
台

市

日
本

建
設

業
連

合
会

東
北

支
部

全
国

生
コ
ン
工

業
組

合

連
合

会
東

北
地

区
本

部

施
工

場
所

の
集

中
等

に
よ
り
、
施

工
効

率
が

低
下

し
た
状

況
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
施

工
確
保
対
策
の
継
続
が
何
と
し
て
も
不
可
欠
。
ま
た
、
生
産
性
の
向
上
に
向
け
た
プ
レ

キ
ャ
ス
ト
化

や
情

報
化

施
工

は
重

要
課

題
。
さ
ら
に
、
担

い
手

確
保

に
向

け
、
産

・
学

・
官

か
ら
な
る
検

討
委

員
会

を
立

ち
あ
げ
検

討
を
開

始
し
た
。

福
島

県

地
域

型
復

興
住

宅
推

進
協

議
会

被
災
３
県
の
生
コ
ン
供
給
体
制
に
つ
い
て
は
、
国
直
轄
の
２
工
場
、
宮
城
県
と
の
公
共
関

与
型

４
工

場
、
更

に
各

協
同

組
合

運
営

の
新

設
工

場
が

稼
働
し
、
全

体
的

に
増
強

さ
れ

、
安
定
供
給
が
図
ら
れ
て
い
る
。
今
後
も
、
万
全
な
出
荷
体
制
を
整
え
て
い
き
た
い
。

「
復
興
係
数
」
の
導
入
や
労
務
単
価
の
前
倒
し
改
定
等
の
施
工
確
保
対
策
の

効
果
は
き
わ

め
て
大

き
く
、
復

旧
・
復

興
事
業

の
加

速
化

に
大

き
く
寄

与
。

各
種
対
策
の
継
続
と
と
も
に
、
建
設
業
の
担
い
手
の
育
成
・
確
保
や
ＩＣ

Ｔ
技
術

を
活
用
し
た
生
産
性
向
上
な
ど
に
も
取
り
組
ん
で
い
た
だ
き
た
い
。

復
興
道
路
・
支
援
道
路
の
整
備
や
港
湾
の
復
旧
・
整
備
等
が
か
な
り
の
ス

ピ
ー
ド
で
進
捗
。
こ
れ
ら
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
見
越
し
た
企
業
立
地
や
フ
ェ

リ
ー
航
路
開

設
等
、
地
域
活
性
化
の
動
き
を
確
か
な
も
の
に
し
て
い
き
た
い
。

市
の
復
興
公
営
住
宅
の
建
設
や
防
災
集
団
移
転
な
ど
、
住
宅
再
建
事
業
は

概
ね
予
定
ど
お
り
完
了
。
こ
れ
か
ら
多
重
防
災
施
設
等
の
備
え
を
進
め
た
い
。

○
大
臣
就
任
後
、
被
災
３
県
を
そ
れ
ぞ
れ
視
察
し
、
道
路
や
鉄
道
等
の
基
幹
イ
ン
フ
ラ
の
復
旧
を
は
じ
め
、
復
興
へ
の
確
か
な
歩
み
が
見
ら
れ
て
き
て
い
る
こ
と
を
実

感
。

○
「
「
復
興
係
数
」
を
継
続
す
る
こ
と
が
、
復
興
事
業
を
着
実
に
進
め
る
た
め
に
重
要
で
あ
る
」
と
い
う
県
知
事
・
市
長
の
皆
様
か
ら
の
声
を
し
っ
か
り
と
受
け
止
め
、
「
復
興
係
数
」

を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
復
興
の
更
な
る
加
速
と
い
う
観
点
か
ら
、
全
国
展
開
に
先
立
ち
、
生
産
性
向
上
を
図
る
う
え
で
の
「
i-C

on
st

ru
ct

io
n」

を
東
北
地
方
で
進
め
て
い
く
。

○
未
だ
避
難
さ
れ
て
い
る
方

々
が

一
日

も
早

く
復

興
を
実
感
で
き
る
よ
う
、
皆
様
方
と
情
報
共
有
を
行
い
な
が
ら
、
力

を
合

わ
せ

て
取

り
組

ん
で
参

り
た
い
。

原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
は
長
期
に
及
ぶ
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、

必
要
な
予
算
措
置
を
お
願
い
し
た
い
。
復
興
加
速
化
に
向
け
「
復
興
係
数
」

等
の
各
種
対
策
の
継
続
や
生
産
性
の
向
上
、
事
業
の
平
準
化
が
必
要
。

手
持

ち
工

事
量

は
、
震

災
前

に
比

べ
大

幅
に
増

加
し
て
い
る
が

、
様

々
な
取

組
に
よ
り
、

受
注

余
力

の
確

保
に
努

め
て
い
る
。
復

興
係

数
や

復
興

歩
掛

り
、
設

計
労

務
単

価
の

引
き
上

げ
に
つ
い
て
は

、
非

常
に
心

強
く
感

じ
て
い
る
。
復

興
事

業
の

中
心

が
建

築
工

事
に

移
行
し
て
い
る
中
、
「
営
繕
積
算
方
式
」
が
、
災
害
公
営
住
宅
建
設
、
学
校
・
病
院
等
公
共

施
設

等
に
有

効
に
活

用
さ
れ

て
い
る
。

地
域

型
復

興
住

宅
と
し
て
、
地

元
の

大
工

、
工

務
店

等
、
地

域
に
根

ざ
し
た
方

々
と
連

携
す
る
た
め
の

マ
ッ
チ
ン
グ
サ

ポ
ー
ト
を
被

災
３
県

で
進

め
て
い
る
。
さ
ら
に
、
高

齢
者

の
方
々
や
小
家
族
の
方
々
向
け
の
「
小
規
模
住
宅
プ
ラ
ン
」
の
提
案
も
行
っ
て
い
る
。
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国 技 建 第 ３ 号

平成 26 年２月３日 

東北・北陸地方整備局

技術調整管理官 殿

大臣官房 技術調査課 

建設システム管理企画室長

（ 公 印 省 略 ）

東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行について 

東日本大震災の被災３県（岩手県、宮城県、福島県）においては、工事量の増大によ

る資材やダンプトラック等の不足で標準積算基準と施工実態との間で、乖離（日当たり

作業量の低下）が生じていたことから、被災３県用の現場状況を反映した「東日本大震

災の被災地で適用する積算基準」について、平成 25 年 10 月１日より適用開始している

ところである。被災３県においては、これに加えて、間接工事費（共通仮設費および現

場管理費）についても、作業効率低下等により、現場の実支出が増大し、積算基準によ

る積算と乖離が生じていることが確認された。このため、下記のとおり、当面の運用を

定めたので、取扱いに遺漏なきよう措置されたい。なお、貴局管内の対象となる自治体

については貴局より情報提供されたい。 

記 

１．適用対象工事 

被災三県で実施される工事で、平成 26 年２月３日以降に契約締結を行う工事。 

２．補正方法 

「土木請負工事工事費積算基準」等により各工種区分に従って対象額ごとに求め

た共通仮設費率及び現場管理費率に、それぞれ以下の補正係数を乗じるものとする。 

間接工事費 補正係数

共通仮設費 １．５

現場管理費 １．２

ただし、平成 26 年２月３日以降に契約締結を行う工事で、入札時点で上記補正

方法の適用ができない工事等については、「「平成 26 年２月から適用する公共工事

設計労務単価について」の運用に係る特例措置について」（平成 26 年１月 30 日付

け国官技第 254 号等）第二（１）に基づき、上記補正方法を反映して契約変更を行

うこととする。

なお、「被災地以外からの労働者確保に要する追加費用に対する当面の運用につ

いて」（平成 24 年 2 月 29 日付け国技建第 6号）は廃止することとする。 
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